
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市情報公開・個人情報保護審査会答申 

 （答申第３３９０号）  
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横 情 審 答 申 第 339 0号 

令 和 ８ 年 ９ 月 ３ 日 

 

 

横浜市長 山 中 竹 春 様  

 

                  横浜市情報公開・個人情報保護審査会 

                     会長   松 村 雅 生 

 

 

 

横浜市の保有する情報の公開に関する条例第19条第１項の規定に基づく諮問

について（答申） 

 

 

令和４年５月６日総法第53号による次の諮問について、別紙のとおり答申します。 

 

「(1) 特定審理員Ａ、特定審理員Ｂ、特定審理員Ｃ及び特定審理員Ｄに係

る平成28年及び令和元年に提出された住居届・通勤届（嘱託用）」及び「(2)

 特定審理員Ｂに係る平成29年に提出された住居届・通勤届（嘱託用）」の一

部開示決定に対する審査請求についての諮問 
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別 紙 

答     申 

１ 審査会の結論 

横浜市長が、「(1) 特定審理員Ａ、特定審理員Ｂ、特定審理員Ｃ及び特定審理員Ｄ

に係る平成28年及び令和元年に提出された住居届・通勤届（嘱託用）」及び「(2) 特

定審理員Ｂに係る平成29年に提出された住居届・通勤届（嘱託用）」を特定し、一部

開示とした決定は、妥当である。 

２ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は、横浜市長（以下「実施機関」という。）が令和４年２月７

日付で行った上記１記載の行政文書（以下「本件審査請求文書」という。）の一部開

示決定（以下「本件処分」という。）の取消しを求めるというものである。 

３ 実施機関の一部開示理由説明要旨 

本件審査請求文書については、横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成12

年２月横浜市条例第１号。横浜市の保有する情報の公開に関する条例の一部を改正す

る条例（令和４年12月横浜市条例第41号。以下「一部改正条例」という。）による改

正前のもの。以下「旧条例」という。）第７条第２項第２号に該当するため一部を非

開示としたものであって、その理由は、次のように要約される。 

(1) 個人の住所は、職員の私生活に関する情報であり、個人に関する情報であって、

具体的な人物と情報との間に同一性を認めることができ、特定の個人を識別するこ

とができるものであるため、旧条例第７条第２項第２号本文に該当し、同号ただし

書に該当せず、非開示とした。 

(2) 職員が通勤手段として電車を利用している場合、通勤方法及び通勤区間を開示す

ることによって、審査請求人は、職員の利用している駅を推認することができ、職

員の住所を探索することが容易になってしまう。 

   また、往復運賃及び支給金額を開示することによって、審査請求人は職員の利用

している駅を推認することができる。以前とは異なり、インターネットによる経路

検索サービスが、無料で誰でも自由に使用できる現在では、通勤手当が分かれば職

員が利用している駅を容易に絞り込むことができる（なお、通勤手当は、住居と勤

務場所との間を往復することに対して支給される。）。 

   よって、通勤方法、通勤区間、往復運賃名及び支給金額は、特定の個人を識別す
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ることはできないが、公にすることにより、個人の権利利益を害するおそれがある

ため、旧条例第７条第２項第２号本文に該当し、同号ただし書に該当せず、非開示

とした。 

４ 審査請求人の本件処分に対する意見 

審査請求人が、審査請求書及び反論書において主張している本件処分に対する意見

は、次のように要約される。 

(1) 本件処分を取り消し、正規な行政文書の開示を求める。 

(2) 通勤方法、通勤区間のなかで、市役所までの通勤経路の記載がない。例えば、交

通用具として自転車なのか、単車なのか、徒歩なのか。 

５ 審査会の判断 

(1) 答申に当たっての適用条例について 

一部改正条例が令和５年４月１日に施行されたが、本件審査請求は旧条例に基づ

きなされた処分に対するものであるため、当審査会は、一部改正条例附則第２項の

規定により、旧条例の規定に基づき審議することとする。 

(2) 審理員の労務に係る事務について 

   総務局法制課では、行政不服審査法（平成26年法律第68号。以下「法」という。）

に基づく審査請求に係る審理手続を所管している。 

   法第９条第１項の規定により、審査庁が審理員を指名することとされているが、

横浜市では弁護士を任用して審理員に指名している。審理員の身分は、平成28年度

から令和元年度までは非常勤特別職職員であり、審理員の報酬は、横浜市嘱託審理

員就業要綱に基づいて支払っていた。また、審理員の身分は、令和２年度からは会

計年度任用職員と位置付けられたため、一般職職員として取り扱われることとなっ

た。 

(3) 本件審査請求文書について 

ア 本件審査請求文書は、平成28年及び令和元年に提出された特定審理員Ａ、特定

審理員Ｂ、特定審理員Ｃ及び特定審理員Ｄの住居届・通勤届（嘱託用）並びに平

成29年に提出された特定審理員Ｂの住居届・通勤届（嘱託用）である。実施機関

は、本件審査請求文書のうち、個人の住所、通勤方法、通勤区間、往復運賃及び

支給金額を非開示としている。 

イ 審査請求書には、審査請求の趣旨として、「一部開示決定通知書に係る処分を
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取消し、正規な行政文書の開示を求めます。」、審査請求の理由として、「１．

通勤方法、通勤区間のなかで、市役所までの通勤経路の記載が無い。これは、労

働者災害補償保険法第７条の適用時に問題となる。」と記載されている。よって、

審査請求人は、通勤方法及び通勤区間の欄に市役所までの通勤経路が記載された

本件審査請求文書の開示を求めており、非開示部分の開示は求めていないと解さ

れることから、当審査会では文書特定の妥当性についてのみ判断する。 

(4) 本件審査請求文書の特定について 

ア 実施機関に確認したところ、次のとおり説明があった。 

(ｱ) 対象期間に提出された通勤方法及び通勤区間の欄に市役所までの通勤経路が

記載された本件審査請求文書は存在しない。 

(ｲ) 市役所までの通勤経路が記載されていない理由は、最寄り駅から徒歩で来庁

することが前提になっているからであると考えられる。 

イ 上記アの実施機関の説明に不自然、不合理な点はなく、他に本件審査請求文書

の存在をうかがわせる事情は認められない。 

(5) 審査請求人のその他の主張は、当審査会の判断を左右するものではない。 

(6) 結論 

以上のとおり、実施機関が本件審査請求文書を特定し、一部開示とした決定は、

妥当である。 

（第四部会） 

委員 板垣勝彦、委員 飯島奈津子、委員 大関亮子、委員 山本窓亜 
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《 参  考 》 

審  査  会  の  経  過 

年 月 日 審  査  の  経  過 

令 和 ４ 年 ５ 月 ６ 日 ・実施機関から諮問書及び弁明書の写しを受理 

令 和 ４ 年 ６ 月 1 7 日 ・実施機関から反論書の写しを受理 

令 和 ８ 年 ３ 月 2 7 日 ・実施機関から口頭意見陳述の記録を受理 

令 和 ８ 年 ６ 月 ４ 日 

（第5 5回第四部会） 
・審議 

令 和 ８ 年 ８ 月 ６ 日 

（第5 6回第四部会） 
・審議 

 
 


